
鳥取県立学校における学校運営協議会の運営等に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則（平成 31 年鳥

取県教育委員会規則第３号。以下「規則」という。）に基づき鳥取県立学校ごとに設置する学校

運営協議会（以下「協議会」という。）の運営等について、必要な事項を定める。 

 

（委員の任免の通知） 

第２条 委員の任免については、教育委員会事務部局職員の任免発令規程（昭和 44 年鳥取県教育

委員会訓令第４号）第２条に基づく辞令書を交付することにより行う。 

 

（報酬） 

第３条 委員の報酬額は会議の出席１回につき予算に定める額とし、会議出席後 30 日以内に支給

する。 

２ 鳥取県の常勤の特別職又は一般職の職員（県費負担教職員を含む。）が委員を兼ねる場合には、

報酬は支給しない。 

 

（旅費） 

第４条 委員の旅費は、原則、鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例（平成 19 年鳥取県条

例第 38 号）に基づき支給する。 

 

（委員の任命） 

第５条 協議会の委員は、協議会を設置する学校の教職員から選任することができるが、特別の

事情がある場合を除き、３人または同校の協議会の委員の４分の１のいずれか少ない人数を上

限とする。 

２ 協議会の委員の選任に当っては、多様な意見や男女協働参画の観点に配慮し、できるだけ男

女同数程度となるよう努めること。 

 

（会長及び副会長） 

第６条 協議会を設置する学校の校長（以下「校長」という。）及び教職員は、協議会の会長（以下

「会長」という。）になることができない。 

 

（会議） 

第７条 協議会の会議は、別表を参考に毎年度、概ね３回以上開催（書面開催を含む。）する。 

２ 学校は、会議資料を作成するなど円滑な会議の運営に努める。 

３ 協議会は、会議の終了後に議事の概要を記載した報告書（様式１）を作成し、高等学校にお

いては高等学校課長に、特別支援学校においては特別支援教育課長に、中学校においては小中

学校課に提出する。 



（基本方針の承認） 

第８条 校長は、法第 47 条の５第４項に基づき作成した基本方針について、委員に対して説明し、

協議会の承認を得るものとする。 

 

（意見の取扱い） 

第９条 法第 47 条の５第６項及び第７項に規定する意見の取扱いについては、次の各号によるも

のとする。 

（１）教育委員会又は校長は、法第 47 条の５第６項の規定により、協議会から意見の申し出が

なされた場合は、これを尊重することとする。 

（２）教育委員会は、法第 47 条の５第７項の規定により、協議会から意見の申し出がなされた

場合は、これを尊重することとする。 

 

（学校評価の実施） 

第１０条 学校は、教育活動及び学校運営について、目指すべき成果やそれに向けた取組につい

て目標を設定し、その達成状況、取組の適切さを検証することにより、組織的・継続的な改善

が行われるようにするため、自己評価を行う中長期及び単年度の目標とそれらを達成するため

の具体方策を設定し、その達成状況を評価するため自己評価を行うとともに、当該自己評価の

客観性を高めるため協議会の評価を受けるものとする。 

２ 学校が行う自己評価については次のとおり定めるものとする。 

ア 自己評価を円滑に実施するため、学校評価委員会を設置し、評価計画の立案、進行管理、

改善方策の策定及び公表を行う。なお、委員は学校の教職員とし、各校で定める。 

イ 年間評価計画（様式２）を作成するとともに、「中長期目標」に基づき「今年度の重点目標」

を定める。 

ウ 「評価項目」ごとに、今年度の達成すべき「具体項目」「具体目標」を設定し、具体目標を

達成するための「具体方策」を定める。なお、「具体目標」は可能な限り数値化を行い、それ

ぞれの項目に係る自己評価表（様式３）を作成する。 

エ 目標の達成状況を把握し、中間評価及び最終評価を実施し、その結果を自己評価表に記録

する。また、自己評価に当たっては生徒による授業評価及び教職員・生徒・保護者に対する

アンケート等の結果も活用する。 

３ 協議会は、自己評価の客観性を高めるとともに、教育活動その他の学校運営が適切に行われ

るようにするため、次のとおり学校運営協議会評価を行うものとする。 

ア 年間評価計画、自己評価表及びその他学校評価に係る取組事項 

イ 自己評価の結果及び改善方策に対する評価 

ウ 自己評価及びその他の学校運営の改善に対する提言 

４ 学校は、前項の評価が適切になされるよう必要な事項を協議会に説明する。 

５ 学校は第３項の学校運営協議会評価に基づいた改善方策等をとりまとめた学校運営協議会評価

報告書１（様式４）を自己評価表作成後に、学校運営協議会評価報告書２（様式４の２）を最終

評価実施後に作成し、協議会に説明するとともに高等学校においては高等学校課長に、特別支援



学校においては特別支援教育課長に、中学校においては小中学校課長に提出し、学校運営の改善

に活用する。 

６ 学校運営協議会評価報告書１、２及び自己評価表については、ホームページにより公表する

とともに、必要に応じて保護者説明会、学校だより、地域広報誌等により、公表事項について

説明を行う。 

 

（会議の公開） 

第１１条 協議会の会議の開催日については、学校のホームページへの掲載等の方法により周知に

努めるものとする。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたとき等やむを得ない場合は、こ

の限りでない。 

２ 規則第１２条第１項ただし書に定める特別の事情は、会議の内容が個人等の保秘に係る情報を

取り扱う場合とする。 

３ 協議会は、会議の傍聴人に会議資料を提供する。ただし、資料が大量であるなどの理由により、

提供することが難しい場合は、協議事項が分かる資料の提供に代えることができる。 

 

（庶務） 

第１２条 協議会の庶務は、協議会を設置する学校において処理する。 

 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、協議会が校長と協議の上、

定める。 

 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 鳥取県立学校における学校評価実施要領（平成２０年３月２７日付第２００７００２０３６２０

号教育通知）は廃止する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年１月２４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月２４日から施行する。 

  


